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■ 帰国者･接触者外来への準備を要請 

― 日 医 ― 

 日本医師会は、新型コロナウイルス感染症

に対応する「帰国者・接触者外来」が設置さ

れるのを受け、該当する可能性がある医療機

関は受け入れ体制を準備するよう会員に要請

した。設置に当たっては、各自治体と都道府

県医師会などが十分に協議し、地域の実情に

合わせて整備するよう求めている。釜萢敏常

任理事は２月５日の会見で、同外来の設置時

期について「今月中旬までにはリストアップ

できるのではないか」と見通しを示した。 

 厚生労働省の今月１日付の事務連絡では、

同感染症の疑い例を診療体制の整った医療機

関に確実につなぐため、「帰国者・接触者外

来」を設置するよう都道府県に要請した。２

次医療圏ごとに１カ所以上の設置を目安とし

ている。釜萢常任理事は、動線の分離や必要

な検査体制の確保などができる医療機関が同

意すれば選定されるとし、「情報をいち早く

伝えて、能力を有する医療機関は準備を怠ら

ないようにとお願いしている」と述べた。 

 電話相談を通じて疑い例を同外来へ受診さ

せるよう調整する「帰国者・接触者相談セン

ター」を各保健所に設置することも要請して

いる。釜萢常任理事は「保健所の機能は手一

杯だ」とし、近隣の市町村や都道府県の支援

を受けて運営することが必要だと指摘した。

例えば、市から保健所へ保健師を派遣するこ

となども必要とし、医師の立谷秀清氏（福島

県相馬市長）が会長を務める全国市長会とも

協議したいとの考えを示した。 

 現状、会員医療機関では「湖北省以外の地

域は大丈夫なのか」などの患者からの問い合

わせが増えており、対応に苦慮しているとい

う。また、マスクや手指の消毒剤などが不足

しているとの声も届いている。釜萢常任理事

は「疑い例を診察する医療機関だけでなく、

全ての医療機関の日常診療に支障を来す」と

述べ、厚労省にマスクの増産などを要請した

ことも報告。同感染症への基本姿勢は、医療

機関の中で拡大させないという視点が重要だ

とし、事前の電話相談の徹底や、一般の会員

医療機関でもできる限り動線を分けるなどの

対応をお願いしたいと呼び掛けた。 

●現場に即した対応へ国と協議 横倉会長 

 横倉義武会長は会見で「迅速かつ適切な対

応が求められている」とした上で、日医のこ

れまでの対応を説明した。「現場の意見を採

り上げて、現場に即した対応となるよう国と

協議し、都道府県、郡市区医師会へ情報提供

している」と述べた。国際的な動きでは、香

港医師会へ情報の問い合わせなどをしている

とした。世界保健機関（ＷＨＯ）から日医へ

の要請・要望などについては「今のところ特

に問い合わせはない」と述べた。 

            【メディファクス】 
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■ 「帰国者・接触者外来」設置を要請 

― 厚労省 ― 

 厚生労働省は２月３日、新型コロナウイル

ス感染症に対する不安軽減と蔓延防止のため、

２月上旬をめどに２次医療圏ごとに１カ所以

上、同感染症の疑い例を診察する「帰国者・

接触者外来」を設置するよう都道府県に求め

たことを公表した。同外来を設置する医療機

関は、感染症指定医療機関でも、指定されて

いない医療機関でも可能。診療体制の整った

医療機関に確実に患者をつなぐことができれ

ば「診療所でも可能」（医政局地域医療計画

課）としている。 

 厚労省は同外来の設置など、新型コロナ感

染症に対応した医療体制を取るよう求めた事

務連絡を１日付けで都道府県に送付した。 

●同外来「少なくとも診察室は分ける」 

 同外来には、新型コロナ感染症の感染拡大

に対応し、疑い例を診療体制の整った医療機

関に確実につなぐ役割を持たせる。具体的な

体制としては、疑い例が新型コロナ感染症以

外の疾患の患者と接触しないよう、可能な限

り動線を分ける（少なくとも診察室は分ける

ことが望ましい）ことや、必要な検査体制の

確保、医療従事者の十分な感染対策の実施な

どを要請した。 

 事務連絡では、電話相談を通じて疑い例を

同外来へ受診させるよう調整する「帰国者・

接触者相談センター」を各保健所に設置する

ことも要請した。疑い例に該当しない場合は

適切な情報を与え、必要に応じて一般の医療

機関を受診するよう指導することも同センタ

ーの役割になる。相談センターを通じた受診

体制によって感染防止を進めるため、同外来

を持つ医療機関やその場所は原則一般には公

表しない方針。 

 一般の医療機関での診療についても記載。

本来は同外来を受診すべき疑い例であること

が一般医療機関の受付などで判明した場合は、

同センターへ連絡の上で同外来の受診を案内

するよう、医療機関に周知を図ることを指示

した。         【メディファクス】 

 

■ オンライン診療やEHRなど話題に議論 

― 日医・医療情報システム協 ― 

 日本医師会は２月１～２日の２日間、医療

情報システム協議会を開いた。「進化する医

療ＩＣＴ」をテーマに、オンライン診療など

のセッションを実施。冒頭、横倉義武会長の

挨拶を代読した今村聡副会長は、かかりつけ

医が地域包括ケアシステムの要として、「予

防・治療・支える医療」を国民に提供してい

くことが人生 100 年時代の医療を象徴する姿

だとし、こうした医療の実現には「人工知能

（ＡＩ）やＩＣＴの発展は必要不可欠となって

いく」と指摘。今回の講演内容が参加者の参

考になることを期待するとした。 

 オンライン診療に対する日医の立場につい

て説明した今村副会長は、「対面診療が医療

の基本であることは揺るぎない」と強調し、

高齢化や過疎化で医療へのアクセスが十分に

保てなくなる地域などでは、ＡＩやＩＣＴの

活用が対面診療を補完する手段になり得ると

説明。どうしても医療にアクセスできない患

者を助けるツールとしてオンライン診療を検

討するべきとし、小児難病で診察可能な医療
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機関が大都市にしかないといった真に患者の

ニーズに応える場面で適切に普及させる必要

があるとした。 

 厚生労働省医政局の佐々木健医事課長は、

オンライン診療の適切な実施に関する指針に

ついて解説。「初診は原則対面が一貫した考

え方だが、患者がすぐ適切な医療を受けられ

ない場合は医師の判断で実施」するとの考え

方を示し、離島やへき地など近隣に受診でき

る医療機関がない場合、オンライン診療の対

象に該当するとした。第１回の見直し（2019

年７月）では、初診対面診療の原則の例外と

なる状況について、地域の常勤医が１人であ

るといった事例で医師が急病などで代診が立

てられず、患者の診療継続が困難な場合、二

次医療圏内で他の医療機関の医師が初診から

オンライン診療を実施できることなどを紹介

した。 

●医師資格証の重要性を説明 

 ２日には、長島公之常任理事が医師資格証

（ＨＰＫＩカード）の重要性について説明した。

都道府県境を越える患者の移動が日常化し、

ＥＨＲも今後は広域化していくとの見通しを

提示。こうした中、ＨＰＫＩの電子証明書を

利用することで、地域医療ネットワークやＰ

ＨＲはじめ医療情報を取り扱うあらゆる場面

でセキュリティーの確保を担うことができる

と指摘した。一方、ＨＰＫＩの現状について

は「このままのペースではなかなか普及しな

い」と述べ、日医としてもプロジェクトチー

ムを立ち上げてAndroidなどのＯＳへの対応

を進めていることを紹介した。 

 厚労省の笹子宗一郎・政策企画官はマイナ

ンバーカードの健康保険証利用について紹介

し、個人単位化する被保険者番号をプライバ

シー保護の観点から告知要求制限を設けるこ

とに言及。健康保険事業とその関連事務以外

に番号の活用を制限する措置を行うことで、

情報の管理に細心の注意を払っているとした。 

            【メディファクス】 

 

■ 南海トラフ地震想定し情報通信訓練 

― 日 医 ― 

 日本医師会は２月５日、南海トラフ地震を

想定した災害時情報通信訓練を実施した。通

信衛星を活用したテレビ会議や情報共有など

に取り組み、大規模地震発生時に備えた。横

倉義武会長は「被災地の医師会が災害発生時

から対応し、全国から支援に駆け付けるため

にはＩＣＴを利用した情報共有が不可欠だ」

とし、訓練の意義を強調した。 

 訓練は深夜、紀伊半島沖を震源地とするマ

グニチュード 9.0 の地震が発生し、紀伊半島

から東海地方の多数の地域で震度６以上が観

測されたとの設定で行った。津波も発生し、

三重県などで大きな被害が出ているという想

定。発災３カ月後までを見込んで対応を確認

した。 

 日医として災害対策本部を設置し、被災地

の情報収集や日医災害医療チーム（ＪＭＡＴ）

の派遣準備などを進めた。大規模災害時の拠

点「災害時医療救護本部」を常設で整備して

いる神奈川県医師会は、県内の被害状況や先

遣ＪＭＡＴの編成状況などを報告した。三重

県医師会や三重県内の伊勢地区医師会とも通

信をつなぎ、医師会活動の現状や被害状況な

どを共有した。     【メディファクス】 


